
企業立地のための優遇制度のご案内

国税・県税の優遇措置等

県税の課税免除

本社機能移転や生産拠点の整備に対する補助

茨城県では、県内における産業活動の活性化のため、全国トップレベルの本社機能の誘致補助や、事業所の新設や増設
を行う事業者に対する優遇措置を創設しています。
また、県外企業立地件数で全国トップ※になるなど、茨城県の立地環境は高い評価を得ています。

茨城県では、県内における産業活動の活性化と雇用機会の創出のため、県税の課税免除を実施しています。

※2023年通年（1月・12月）工場立地動向調査

※補助制度については、茨城県立地推進部立地推進課（TEL:029-301-2036）へお問い合わせください。

※県税の優遇措置に関しては茨城県総務部税務課（TEL：029-301-2424）へお問い合わせください。
※その他、各市町村の優遇制度が適用となる場合がございます。詳しくは各市町村へお問い合わせください。

※課税免除の申請は、各県税事務所に対して行うことになります。
　詳しくは、下表の管轄県税事務所又は茨城県総務部税務課（TEL：029-301-2424）にお問い合わせください。

※市町村でも、事業所等を新増設した企業を対象に固定資産税の免税措置等を実施している場合があります。
　詳しくは、各市町村にお問い合わせください。

対　象
地方拠点強化税制（国税）・本社機能の移転・拡充に伴う県税の優遇措置

不動産取得税

本県への本社機能の全部又は一部の移転、県内での本社機能の拡充、新規創業
〔国税〕施設整備に関する特別償却又は税額控除、増加雇用に対する税額控除
〔県税〕不動産取得税、法人事業税（3年間の特別措置）
〔国税〕首都圏整備法に基づく近郊整備地帯（10市町）等を除く地域
〔県税〕県内全域（近郊整備地帯等への移転の場合、減免割合が異なります）

内　容

対象地域

対象地域
税　目

管轄区域（取得した不動産の所在地）県税事務所 電話
水戸県税事務所　課税第二課
常陸太田県税事務所　課税第二課
行方県税事務所　課税第二課

土浦県税事務所　課税第二課

029-221-4820
0294-80-3312
0299-72-0773

029-822-7216

概　　要

令和9年3月31日までに事業所等の新増設をしたもの
不動産を取得した日から60日以内に、「課税免除申告書」を「不動産取得申告（報告）書」と併せて提出する。
ただし、不動産を取得した日から60日以内に不動産登記法に規定する表示に関する登記又は所有権の登記を申請した
場合には不動産取得申告（報告）書の提出は不要です。

対象要件

対象事業

適用除外

適用期間

申告手続

補助名
本社機能移転強化促進補助 成長産業（半導体、次世代自動車関連産業等）の本社機能の建物整備費、設備購入費、雇用等に対する補助

成長産業（半導体、次世代自動車関連産業等）の生産拠点の建物整備費、設備購入費に対する補助
※土地取得が必須

次世代産業集積・
カーボンニュートラル

強化プロジェクト事業補助

優遇措置の
内容

県税の滞納がある法人、事業所等の新増設が県内事業所等の移転等によるもの
（ただし移転前の面積を超えるものについては対象）

事業所等の新増設に係る家屋及びその敷地を含む一団の土地の不動産取得税を課税免除
※土地については、取得の日から1年以内にその土地の上に家屋の建築着手があった場合で、かつその家屋が免税対象と
　なる場合に限ります。

土浦市、石岡市、龍ケ崎市、取手市、牛久市、つくば市、守谷市、稲敷市、
かすみがうら市、つくばみらい市、美浦村、阿見町、河内町、利根町
古河市、結城市、下妻市、常総市、筑西市、坂東市、桜川市、八千代町、五霞町、境町0296-24-9197

029-301-2424

筑西県税事務所　課税第二課

税務課　賦課グループ

課税免除の申告書様式については、下記のURLよりダウンロードできますので、
ご利用ください。 https://www.pref.ibaraki.jp/yoshiki/kurashi/tax/index.html

製造業、情報通信業、情報通信技術利用業、運輸業、卸売業、学術・開発研究機関、電気・ガス・熱供給業（過疎地域持続
的発展市町村計画に記載された産業振興促進区域〈以下「産業振興促進区域」〉に限る。）、旅館業、小売業（認定中心市街
地等及び産業振興促進区域における大規模小売店舗で行うものに限る。）、植物工場（不動産取得税の課税対象となる
家屋内において行う事業に限る。）、農林水産物等販売業（産業振興促進区域に限る。）　等

茨城県　不動産取得税の課税免除申告書

茨城県内に事務所又は事業所を新設又は増設し、県内で原則5人以上従業者が増加した法人
※当該新増設が、茨城県等の公共的団体が造成した工業団地等の区域内である場合は、5人未満であっても対象となります。
※従業者の範囲：雇用保険法に定める被保険者（日雇労働者及び短期雇用者等を除く）

水戸市、笠間市、小美玉市、茨城町、大洗町、城里町
日立市、常陸太田市、高萩市、北茨城市、ひたちなか市、常陸大宮市、那珂市、東海村、大子町
鹿嶋市、潮来市、神栖市、行方市、鉾田市

成長産業（半導体、次世代自動車産業等）の企業様による本社機能の移転や生産拠点の整備に対し、全国
トップレベルの補助制度をご用意しています。
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